
第２回総合政策部会（2019 年 12 月 26 日開催）における主な委員発言要旨及び対応案 

 主な発言要旨 対応案 

１ （地球温暖化対策） 

全体の方針として、ＳＤＧｓを前面に出していること

から、地球温暖化対策がはっきり見えない。全体の方針の

中で具体的な見え方、目標がわかるとよい。その基準とし

て、国の目標「温室効果ガスの総排出量を 2030 年度に

2013 年度比で 26％削減」は不十分だと思う。 

第５次環境基本計画では、脱炭素社会の実現を見据え、地球温

暖化対策に取り組む旨を記載する。 

環境基本計画は、環境基本条例に基づき、環境の保全に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るために定めるものであり、

温室効果ガスの総排出量など個々の目標は個別計画において定め

ている。 

なお、本県では、「あいち地球温暖化防止戦略 2030」（2018 年 2

月策定）において、温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 26％削

減する目標を掲げているが、今後の国の動向を踏まえ、見直して

いく。 

２ （地球温暖化対策） 

石炭火力発電について懸念している。県民の電源の選

択について、一定の排出係数以上の電源は使用しないと

いったような目標があってもよいのではないか。

再生可能エネルギー等の導入拡大に向けて、住宅用地球温暖化

対策設備、バイオマスや低炭素水素利用の普及促進を行っている。

電力自由化により、電力会社のＣＯ２排出係数が公開され、再生

可能エネルギーを選択する環境が整ってきていることから、こう

した環境も活用しながら、さらに家庭や事業所からのＣＯ２排出削

減を進めていきたい。

なお、本県では電力調達の際に、一定の省エネ、ＣＯ２排出にも

配慮した上で入札を行っている。

３ （地球温暖化対策） 

次世代自動車の普及拡大について、愛知県は自動車産

業が重要だとは思うが、公共交通機関の利用、パークアン

ドライドという視点も必要だと思う。自動車交通を減ら

す方向も必要ではないか。 

環境と調和した自動車利用として、次世代自動車の普及拡大だ

けでなく、環境負荷の小さい交通・運輸への転換促進などを盛り

込んでいく。 

資料２



４ （自然との共生） 

自然保護が自然共生という考え方は古く、自然をどう

賢く利用していくかということが大事だと思う。ＣＯＰ

15 でも、持続的な利用に重点を置かないと生物多様性の

目標を達成できないという考え方が重視される。 

生態系サービスの持続可能な利用を明記し、農林水産業などに

おける持続可能な利用、都市と農村の交流などを盛り込んでいく。

５ （自然との共生） 

2019 年 12 月に環境省が追加指定した国内希少種野生

動植物種（タガメ、カワバタモロコ、トウキョウサンショ

ウウオ）はどれも農業生態系に依存している生物である。

農林水産業と自然の関係が強いことから、農林水産部局

との調整も必要ではないか。 

環境基本計画には全庁的に取り組んでいる。ご指摘の点につい

ては、農林水産部局と調整を図っていく。なお、農業生態系につ

いては、環境保全型農業の推進などを盛り込んでいく。 

また、現在、農林水産部局では、次期「食と緑の基本計画」の

策定を進めているところであり、その内容とも調整を図っていく。

６ （安全・安心の確保） 

「災害発生時における体制の強化」について、自然災害

発生前の防止、軽減が重要ではないか。発生してからの対

応だけなく自然災害そのものへの対応も入れてほしい。 

環境面からの防災・減災力の強化として、グリーンインフラ（自

然環境が有する防災・減災等の多様な機能）の活用などを盛り込

んでいく。

７ （安全・安心の確保） 

「良好な水環境の保全」について、健全な水循環といっ

た視点も必要ではないか。 

良好な水環境の保全だけでなく、健全な水循環の再生として、

森・里・川・海のつながりを意識し、流域が一体となった取組の

促進などを盛り込んでいく。

８ （行動する人づくり） 

各取組分野の関連性イメージ図について、「行動する人

づくり」が離れて配置されている。４つの取組分野を支え

る基盤であり、そうした関連が見えるように記載してほ

しい。 

４つの取組分野を支えるような図に修正する（別紙参照）。 



各取組分野の関連性と経済・社会との関わりのイメージ 

１ 誰もが学べる環境づくり 

２ 主体間や世代間の学び合い・育ち合い 

３ 自主的な環境配慮行動等の促進 

４ ＳＤＧｓの普及促進 

行動する人づくり 

１ 地域循環圏づくりの推進 

２ あらゆる場面での３Ｒの促進 

（食品ロス、プラごみ含む） 

３ 廃棄物の適正処理と監視体制の徹底 

４ 廃棄物処理施設の整備の促進

資源循環 

１ 良好な大気環境の保全 

２ 良好な水環境の保全、健全な水循環の再生 

３ 良好な土壌環境・地盤環境の保全 

４ 騒音、振動、悪臭の防止 

５ 化学物質等による環境汚染の防止 

６ 環境面からの防災・減災力の強化

７ 環境保全の基盤となる施策の推進 

安全・安心の確保 

自然との共生 

１ 野生生物の保護と適正管理

２ 生態系ネットワークの形成

３ 生態系サービスの持続可能な利用

４ 生物多様性の主流化の取組強化

１ 徹底した省エネルギーの促進 

２ 再生可能エネルギー等の導入拡大の促進 

３ 環境と調和した自動車利用 

４ 低炭素水素の利活用拡大 

５ フロン類対策の推進 

６ 温室効果ガスの吸収源対策の推進 

７ 気候変動への適応

地球温暖化対策 

主な関連性：

・樹木による大気浄化、干潟や浅

場による水質浄化 

・海域の水質改善と豊かな海につ

ながる栄養塩確保 

・化学物質による汚染のない生物

の生息・生育空間の確保 

主な関連性：

・廃棄物の削減により、廃棄物処理に伴う環境

負荷低減 

・廃棄物の不適正処理撲滅による環境汚染の

防止 

・環境ビジネスの創出による雇用促進・

地域活性化 

・環境保全意識の向上による環境ビジネ

スの後押し 

経済との主な関わり： 

地 省エネルギーによる経費削減 

地 自 資 安 環境ビジネスの市場規模拡大 

自 食料や水、木材など自然からの恵みの利用 

自 有害鳥獣による農林産物への被害の軽減、捕獲

した有害鳥獣をジビエとして活用 

資 地 ごみ削減による廃棄物処理費用の社会負担

軽減 

安 自 赤潮の減少などによる水産資源の保護  

など

社会との主な関わり： 

地 安 再生可能エネルギーや次世代自動車の活用

による非常用電源の確保

地 適応策による熱中症予防、感染症対策 

自 安 森林による土砂災害の防止、水源涵養によ

る洪水や渇水の緩和 

資 自 ３R促進により新たな処分場の用地確保が

減少 

資 地 食べられるのに有効に活用されない食品を

フードバンク活動により生活困窮者に提供 

安 災害廃棄物の迅速かつ適正な処理による早期の

復旧・復興 

など

環 境 
経 済 

社 会 

枠内の地は地球温暖化対策、自は自然との共生、
資は資源循環、安は安全・安心の確保を表す。 

ＳＤＧｓアイコンは、該当する主なゴールを表す。 

主な関連性：

・フロン類の排出抑制によるオゾン層保護

と温室効果ガスの削減 

・適応策による健全な水循環の維持・回復 

・太陽光発電や風力発電の設置と生活環境

保全の両立 

主な関連性：

・廃棄物の減量による焼却時の温

室効果ガスの削減 

・廃棄物由来の発電によるエネル

ギー創出 

・太陽光発電の普及と設備廃棄に

係る処理体制の構築 

主な関連性（共通）：

・かがやけ☆あいちサスティナ研究所による大学生の環境活動促進 

・あいち環境塾による社会人の育成 

・森と緑づくり税を活用した環境保全活動の促進 

主な関連性：

・「あいちCOOL CHOICE」

県民運動の浸透・定着 

・エコドライブの普及・推進 

主な関連性：

・未就学児の自然への親しみ

・ユース世代の生態系ネット

ワーク協議会への参加促進

主な関連性： 

・森林保全による温室効果ガス

吸収源の確保

・バイオマス由来の発電による

エネルギー創出 

・太陽光発電や風力発電の設置

と自然環境保全の両立

・適応策による生態系の保全 

主な関連性：

・生活排水対策の促進 

・化学物質についての正し

い知識と理解 

主な関連性：

・あいちプラスチックごみゼロ宣

言の普及・実践 

・３０１０運動の普及・実践 

主な関連性：

・リサイクルによる天然資源

の使用量削減 

・プラごみの適正処理による

海洋生物の保護 

・間伐による森林資源の活用


